
第1号様式(第3条関係)      （一）

新宿区長　宛て

：

：

：

：

：

契約（工事）件名：

【労働条件に関する事項】（労働基準法）

確認項目 根拠法令等 回答

はい・いいえ

対象外

2
労働基準法第106条
第1項 労働基準法
施行規則第52条の2

はい・いいえ

労働条件
の明示

3
労働基準法第15条
第1項 労働基準法
施行規則第5条第1項

はい・いいえ

4 はい・いいえ

5 はい・いいえ

6 はい・いいえ

休憩 7 労働基準法第34条 はい・いいえ

休日 8 労働基準法第35条 はい・いいえ

9 労働基準法第39条 はい・いいえ

10
労働基準法第39条
第7項及び第8項

はい・いいえ

11 はい・いいえ

12 はい・いいえ

13
労働基準法第36条
第3項及び第4項

はい・いいえ

所　    　在 　　  地

名　　      　 　　称

代 表 者 の 職・氏 名

連  絡 先 電 話 番 号

労働時間及び時間外労働時間について客観的な記録を基に管理して
いる。

業務場所において、業務に必要な準備行為や業務終了後の清掃等の
時間も労働時間として管理している。

年次有給
休暇

年次有給休暇は、法定どおり継続勤務の期間に応じた日数を付与し
（上回る場合を含む。）、原則として請求された時季に与えてい
る。

10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、年5日以上の年
次有給休暇を取得させている。

時間外・
休日労働

時間外・休日労働に関する協定届（36協定）は、事業場ごとに締結
され、労働基準監督署に適正に届け出ている。

労働時間の適正な
把握のために使用
者が講ずべき措置
に関するガイドラ
イン

労働時間

労働環境確認報告書(工事)

　新宿区公契約条例第9条第3号の規定に基づき、本報告書を提出します。
　なお、新宿区公契約条例を遵守し、良好な品質をもって業務を履行するとともに、当該業務に従事する労
働者等の適正な労働環境を確保します。

就業規則

労働者に対して、就業規則等を周知している（作業所に掲示、書面
にて交付等）。

確認事項

　　年　  月　  日

就業規則の内容を法令に準じて適正に作成し、労働基準監督署に届
出をしている。
※　常時10人以上の労働者を使用する使用者は、作成及び届出が必
要です。
(10人未満の場合は、対象外に〇)

1 労働基準法第89条

担        当       者

労働契約の締結に際し、労働者に労働条件を明示している（就業規
則の提示、労働条件通知書の交付等）。

労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録してい
る。

休憩は、適正に付与している（全ての従業員に一斉に付与又は労使
協定を締結し交代で付与）。

休日は、適正に付与している。

労働基準法第36条

36協定の範囲内で時間外・休日労働をさせており、その時間を超え
た時間外労働はさせていない。

労働基準法における時間外労働の上限規制の趣旨を理解し、時間外
労働について適切に対応している。



（二）

確認項目 根拠法令等 回答

災害補償 14 労働基準法第8章 はい・いいえ

15
労働基準法第107条か
ら第109条まで はい・いいえ

16 労働基準法第109条 はい・いいえ

17
労働基準法第24条
及び第108条

はい・いいえ

18 労働基準法第24条 はい・いいえ

19
労働基準法施行規
則第19条

はい・いいえ

20
労働基準法第37条
第1項及び第4項

はい・いいえ

21

【安全衛生に関する事項】（労働安全衛生法）

確認項目 根拠法令等 回答

安全衛生
管理体制

22
労働安全衛生法第3
章

はい・いいえ

23

労働安全衛生法第66
条
労働安全衛生規則第
43条及び第44条

はい・いいえ

24
労働安全衛生法第66
条の4及び第66条の5 はい・いいえ

安全教育 25
労働安全衛生法第
19条の2第1項

はい・いいえ

受動喫煙
の禁止

26
労働安全衛生法第
68条の2

はい・いいえ

【社会保険に関する事項】

確認項目 根拠法令等 回答

27
健康保険法、厚生
年金保険法、雇用
保険法

はい・いいえ

はい・いいえ

対象外

事業場の業種と規模(常時使用する労働者数)に応じた安全衛生管理
体制を整備している　(衛生管理者、産業医等)。
※　常時使用する労働者が50人以上の場合は、衛生管理者と産業医
の選任義務があります。

毎年定期的、かつ採用時に健康診断を実施している。

健康診断

法定帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を適正な記載事項で
整備している。

帳　簿

健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働者について、
必要な措置を講じている。

賃　金

賃金台帳等に基づいた適正な計算により賃金を支払っている。

賃金について通貨で直接又は口座振込等の確実な方法により、全額
を毎月1回以上、一定の期日を定めて支払っている。

割増賃金の計算の基礎となる単価は、適正である。

法定労働時間を超えた時間外労働、休日労働及び深夜労働につい
て、適正に割増賃金を支払っている。

当該工事に専ら従事する労働者（下請負している場合は、下請負先の労働者を含む。）で最も低い労
働報酬下限額（最低賃金）は、（四）に記載のとおりである。

確認事項

業務災害への対策を適正に行っており、その際、事故報告等の記録
も適正に行っている。

衛生管理者等に対し、安全教育の実施等をしている。

分煙化の推進など、実情に応じ受動喫煙対策を行っている。

確認事項

労働保険及び社会保険の加入手続を適正に行っている。

社会保険

28
中小企業退職金共
済法

建設業退職金共済制度に加入している場合は、加入している旨の標
識を工事現場の見やすい場所に掲示し、かつ労働者が従事した日数
に応じた共済証紙を労働者の共済手帳に貼っている。

法定帳簿その他労働関係に関する書類を3年間保存している。

確認事項



（三）

【本契約の一部を下請負する場合における下請負先への要請】

確認項目 根拠法令等 回答

はい・いいえ

対象外

はい・いいえ

対象外

はい・いいえ

対象外

【労働環境を更に向上させる取組】

確認項目 根拠法令等 回答

ワークラ
イフバラ
ンス

32

育児休業、介護休
業等育児又は家族
介護を行う労働者
の福祉に関する法
律

はい・いいえ

【特記事項】（確認結果が「いいえ」の場合は、その理由及び改善予定等を記入してください。）

確認事項
番号

確認事項

新宿区公契約条例

(下請契約を行っていない場合は、対象外に〇 )

休暇取得促進、育児・介護休業、勤務時間短縮制度等の措置を講じ
ている。

下請負先
への要請

確認事項

29

当該建設工事における施工体系図を作成し、これを当該工事現場の
見やすい場所に掲示し、区にも提出している。

31

下請業者の労働者に労働報酬下限額以上の報酬が支払われるよう、
当該下請負先に要請等を行っている。

(下請契約を行っていない場合は、対象外に〇 )

30

「いいえ」と回答した場合の理由・改善予定等

(下線部)建設業法
第24条の7第4項及
び公共工事の入札
及び契約の適正化
の促進に関する法
律第15条第1項

建設業法第19条の3

(下請契約を行っていない場合は、対象外に〇 )

下請負先との契約において、市場価格と照らし合わせて適正な金額
で契約をしている。



最低の報酬額
（最低賃金）

（1日当たり）

所在地

業者名

所在地

業者名

所在地

業者名

所在地

業者名

所在地

(四）

業者名

所在地

　労働者等の報酬額について

業者名

所在地

業者名

　　年　　月　　日時点

業者名

上段には元請又は請負業者名を記入する。
※　請負業者を記載する場合は、括弧書きで一次、二次等を記入す
る。
    下段には事業者の所在地を記入する。

職種 員数
（延べ人数）

業者名

所在地

業者名

所在地



【作成要領・注意事項】

１ 所在地、名称、代表者の職・氏名は、原則として契約書に記載の内容と同一にしてください。

２ 担当者は、労働環境確認報告書の内容を説明できる者としてください。

３

４ 労働報酬下限額の記載について

（※１）　

（※２）　 職種の定義は、国土交通省ホームページを参照してください。

５ 労働報酬下限額の算出方法

①最初は、次の方法により賃金単価を算出してください。

　賃金単価＝基本給相当額＋基準内手当＋臨時の給与＋実物給与

②次に、賃金単価を１日（１日８時間労働）あたりに換算してください。

　・１か月２０日８時間勤務で賃金単価を算出した場合、賃金単価を２０で除してください。

　・６時間労働を１日だけ労働して賃金単価を算出した場合、賃金単価に４／３を乗じてください。

＜参考＞

○賃金単価に含まれる賃金及び手当等

○賃金単価に含まない手当等（基準外賃金）

６ 員数（のべ人数）は、単価契約案件にあっては、「員数（1日あたりの人数）」と読み替えてください。

７ 労働者等の報酬額に変更があった場合は、本報告書の４ページのみを再度、提出してください。

８ その他確認事項の補足説明

〇No.20 賃金 1か月の時間外労働が60時間を超える場合には、割増率は50％以上となります。

〇No.27 社会保険 短時間労働者への被用者保険の適用要件

〇一人親方については、本件に従事するために締結した請負契約における請負代金（消費税及び地方消費税に相当する
額を除く。）を１時間当たりの額に換算してください。

ついて記入してください。

現場代理人及び監理技術者（主任技術者）、最低賃金法第７条の適用者、本件への従事時間が30分未満
の者は含まないものとします。

労働環境に関する設問は、雇用形態（日雇い、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該工事に従事している労働者に

確認事項21に記入する労働報酬下限額については、本件に主として従事する、下請負を含めた全ての労働者（※１）の
うち、公共工事設計労務単価に掲げる職種（※２）に従事する者を対象とし、本報告書提出時点での累計で、職種ごと
の最も低い労働報酬額とその者が所属する事業者名を記入してください。

〇各賃金及び手当等の区分や考え方は、公共事業労務費調査連絡協議会の「公共事業労務費調査の手引き」の基準内手
当・基準外手当の区分に準じています。

〇「賃金単価」は、税金や社会保険料等を控除する前のものですので、実際に手元に支払われる、いわゆる手取りの賃
金とは異なります。

賃金及び手当等 例

基本給相当額 基本給(定額給)、出来高給

基準内手当
家族手当(扶養手当)、通勤手当、都区手当（地域手当）、住宅手当、現場手当、技能手当、
有給休暇手当（日給制の場合）、精勤手当　等

臨時の給与 賞与（ボーナス等〈期末手当、勤勉手当〉）、その他の臨時の賃金等、退職金

実物給与 通勤用定期の支給、食事の支給　等

手当等 例

特殊な労働に対する
手当

各職種の労働者について、発注者が工事費積算の歩掛等において見込んでいる通常の作業条
件、又は作業内容を超えた特殊な労働に対して支払った手当

割増賃金の代替とし
ての手当

時間外、休日又は深夜の割増賃金の代替として支払った手当

休業手当
仕事が無いために労働者等を休業させた場合に支払った手当（だだし、悪天候等の不可抗力
による休業に対する手当は基準内手当となります。）

本来は経費に当たる
手当

労働者等個人持ちの工具・車両の損料、労働者等個人が負担した旅費等、本来は賃金ではな
く経費の負担に該当する手当

1 特殊作業員 11 鉄骨工 21 トンネル世話役 31 山林砂防工 41 サッシ工
2 普通作業員 12 塗装工 22 橋りょう特殊工 32 軌道工 42 屋根ふき工
3 軽作業員 13 溶接工 23 橋りょう塗装工 33 型わく工 43 内装工
4 造園工 14 運転手（特殊） 24 橋りょう世話役 34 大工 44 ガラス工
5 法面工 15 運転手（一般） 25 土木一般世話役 35 左官 45 建具工
6 とび工 16 潜かん工 26 高級船員 36 配管工 46 ダクト工
7 石工 17 潜かん世話役 27 普通船員 37 はつり工 47 保温工
8 ブロック工 18 さく岩工 28 潜水士 38 防水工 48 建築ブロック工
9 電工 19 トンネル特殊工 29 潜水連絡員 39 板金工 49 設備機械工
10 鉄筋工 20 トンネル作業員 30 潜水送気員 40 タイル工 50 交通誘導警備員Ａ

51 交通誘導警備員Ｂ

技能労働者　職種一覧表

事業所の規模 週所定労働時間 賃金（月額） 勤務期間 除外対象

～令和4年9月 常時500人超 20時間以上 88,000円以上 １年以上見込み 学生

令和4年10月～ 常時100人超 （変更なし） （変更なし） 2か月超見込み （変更なし）

令和6年10月～ 常時50人超 （変更なし） （変更なし） （変更なし） （変更なし）


